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はじめに
世界が注視する中で行われた04年11月の米大統領選でジョージ・W・ブッ
シュ大統領が再選され、第2期ブッシュ政権は05年1月20日、正式にスター
トした。
01年の米同時多発テロ以降、国際社会は米外交に顕著となった単独行動
主義的志向と大多数の国々が求める国際協調主義との間で大きく揺れ動い
てきた。冷戦後から21世紀に至る世界秩序は米国、ロシア、中国、拡大欧
州などのキープレイヤー間の利害の調整が定まらず、未だ明確な姿を現し
ていない。その中でもとりわけ筆者はイラク戦争を契機とする米欧関係の
亀裂が新たな世界秩序を形成する上で、最も重大な転機となりかねないこ
とを指摘してきた（1）。米欧の亀裂と反目の基本構図が生む閉塞感はイラク
問題だけにとどまらずに地球規模の広がりを見せ、将来への不透明感が続
いているのが現状である。
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ブッシュ大統領は2月、欧州歴訪を通じて米欧関係の亀裂修復に一定の
成果を誇示したものの、未だ完全な修復には至っていない。イラク民主選
挙は大きな成功に終わったが、情勢は依然として危険な綱渡りの状態にあ
り、治安確立と正常化は難航している。ブッシュ大統領が2年前、直近の
脅威に掲げた「悪の枢軸」（イラク、イラン、北朝鮮）の問題（2）はいずれ
も解決を見ていないばかりか、扱いを誤ればどれも国際社会全体に甚大な
影響をもたらす危険な状況下にあると言ってよい。テロの脅威が欧州、ロ
シア地域、アジアにも拡大する中で、イスラム原理主義過激派が「テロの
大義」に利用するパレスチナ問題も全面解決の兆しは見えていない。
その一方では、閉塞状況の打開をめざす動きも始まった。イラク戦争が
国連にもたらした集団安全保障体制の危機を端緒として、国連改革をめぐ
る論議が本格化しつつある。03年秋の国連総会でアナン国連事務総長が設
置した有識者委員会（ハイレベル委）の報告は04年12月にまとまり、国連
安全保障理事会の拡大プランを含む計101項目の改革提案が公表された。
これを受けて、アナン事務総長は3月にも独自の改革案をまとめる。ア
ナン改革案は、05年9月に予定された国連創設60周年記念特別総会へ向け
て改革論議を高める契機となることが予想される。日本政府が独、インド、
ブラジルとの「4力国グループ」（G4）を通じて表明した安保理常任理
事国入りの期待もこの流れの中で動いていくだろう。
こうした国際環境下で発足した第2期ブッシュ外交は、今後にどのよう
な展望を提示できるのであろうか。欧州、日本など国際社会の側で何がで
きるのか。本稿はこうした問題意識に立って、ブッシュ再選の意味合いと
評価、2期目のブッシュ外交の課題と展望を通じて、米欧関係の見通しと
展開を探る。併せて、それらが日米関係や日本の国家安全保障戦略にもた
らす影響にも触れておきたい。
イラク情勢の今後はなお予断を許さない。最悪の場合には、米国がイラ
ク復興を放棄して撤退するシナリオも検討しておく必要もあるだろう。米
国内には「2年以内にイラク正常化の見通しが立たない場合、イ．ラク全面
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撤退論が高まる」と見る専門家もいる。そうなった場合、孤立主義へ回帰
する米国に対する国際世論の反発が高まり、国連や国際社会と米国保守と
の断絶は決定的となりかねない。さらに、後に残るのは中東・湾岸地域の
一層の混迷であろう。悪いことに、その場合は欧州やその周辺地域にとっ
て至近距離にイスラム過激派の跳梁を抱え込むという不気味な将来が待つ
ことになる。
そのような最悪シナリオを回避するには、米欧共通の価値と理念に基づ
く相互協力と現実的な協調を復活させる以外にはない。米国にとって国際
協調の回復が必須であることは言うまでもないが、同時に欧州にとっても
米国の失敗と挫折を半ば期待するかのような傍観者的風潮を捨てて、実効
ある協力と協調を果たす現実的思考が欠かせないことを強調したい。
（1）r難産」だったブッシュ再選
（a）ボーンアゲイン
ブッシュ再選の評価に関しては、すでに様々な論評が発表されている。
最も人口に月會妥されている説は、ブッシュ陣営が国内の宗教保守勢力を動
員し、同性婚の是非をめぐる憲法改正住民投票などを連動させた結果、再
選につながったとする見方である。
出口調査の結果を見れば、確かに有権者から見た争点はr倫理・道徳観」
（22％）を筆頭とし、「経済・雇用」（20％）、「対テロ戦争」（19％）、「イラ
ク問題」（15％）をしのいでいたのは事実である（3）。だが、これをもって
宗教保守が米政治を席巻したと見るのは早計であろう。またブッシュ大統
領をr神がかり」などと決め付けるのも、短絡的かつ皮相的な解釈と言わ
ざるを得ない。
第一に、ブッシュ氏が「ボーンアゲイン」と称される福音派（エバンジェ
リスト、行動的な米プロテスタント派の一つ）に近い（4）のは確かだが、宗
教心の篤いボーンアゲイン派の大統領にはジミー・カーター（77～81年）
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の前例もある。また、r倫理・道徳観」といった精神的価値が高位の争点
となったのも、今回の選挙が初めてではない。
カーター氏は独自の倫理観と信条に基づいてr人権外交」を外交ドクト
リンに掲げ、欧州からr高潔だが、非現実的」と批判されたが、中東和平
などに尽力し、退任後も民間外交に努めてノーベル平和賞を受賞した。カー
ターに限らず、外交にモラルの要素を持ち込む傾向はいわば米国特有の伝
統的系譜でもあり、それが冷戦時の国際政治にも多大な影響を与えてきた
側面がある。モラル型外交を一概に否定するのは現実的とは言えない。欧
州型外交には現世的な権力政治志向が強いが、このような差異を考慮せず
に米外交を論じるのは、必ずしも公正ではない。
ブッシュ外交がカーター外交よりもはるかに保守的で軍事力依存志向が
高いことは自明だが、両者の外交理念はウォルター・ラッセル・ミードが
指摘する「ウィルソン主義外交」（米国の価値の拡大を米国の使命とする
思想）（5）の諸要素を共有する部分も少なくない。ここでミード論文の詳細
に触れる紙幅はないが、ブッシュ外交の今後を展望する際にはこの点にも
着目すべきだと思われる。
第二点は、先の出口調査で「対テロ戦争」と「イラク問題」の両者を足
し合わせた数字は34％で、首位の「倫理・道徳観」をしのぐ割合であった
ことだ。他の調査でも「イラク戦争は対テロ戦争の一環」とみなす意見は
55％（「みなさない」は42％）にのぼり、国民一般の意識下では「対テロ
戦争」と「イラク問題」はほぼ一体化した外交・安保問題であったとみて
よい。結果的に、これらに対する候補者の政策・姿勢が勝敗により大きく
影響したととらえる方が自然である。
（b）「三冠王」の裏側
大統領再選に加えて、同時に行われた連邦議会選挙では共和党が上下両
院で多数党の支配権を維持しただけでなく、議席も積み増している。共和
党がホワイトハウス、上下両院を制した「三冠王」と呼ばれるのはこのた
めである。また全米の州知事選でも、共和党が多数派を維持した。これら
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を踏まえても、ブッシュ再選はきわめて難産であったとはいえ、重要な意
味を持つ勝利であった。これを一般投票獲得数と大統領選挙人の獲得数の
両面から検討したい。
一般投票の結果で見ると、投票した有権者の数は前回2000年（1億
500万人）を約1000万人上回る1億1400万人に達し、ブッシュ氏はこのう
ち5900万票を獲得した。ケリー氏に約360万票の差をつけ、得票率は51％
対48％であった。投票率も前回（51．3％）を大きく上回る60％に接近した。
米大統領選の勝者が一般投票で過半数（50％以上）を制したのは88年の父
ブッシュ以来16年ぶりである。父ブッシュの再選を阻んだクリントン大統
領でも92年（43％）、再選時の96年（49％）も共に過半数を達成できなかっ
たこと、ブッシュ氏自身の00年の得票率は47．8％でしかなかったことと比
べれば、この意味は大きく、堂々たる勝利と言ってよいはずだ。
だが、大統領選挙人の獲得数で見ると、すばらしい成果とは言えない。
両候補が獲得した選挙人はブッシュ286人対ケリー251人（6）だったが、ブッ
シュ氏が得た数は第二次大戦後最低の水準にとどまった（前回はさらに少
ない271人で、法定数きっかりの辛勝だった）からである。
大戦後の歴代大統領で、大統領選挙人の数が300人に達しなかった例は、
76年のカーター（297人）と前回・今回のブッシュ氏だけである（60年ケ
ネディ303人、68年ニクソン301人）。それだけ国論の分裂が激しかったこ
とを物語る数字でもあり、米有権者がブッシュ氏に全幅の信任を与えたと
言い切るには難しいものがある。
これを州別の選挙結果で見ると、全米が共和党支持のレッド・ステート
（赤い色の州）と民主党支持のブルー・ステート（青い州）にくっきりと
分断された傾向が前回に続いて一層顕著となった。州単位での「勝者総取
り（ウィナー・テーク・オール）」を基本ルールとする大統領選挙人獲得
方式のために、州ごとの色分けが明確になるのはもともと避けられないと
ころだが、政治的にも宗教的にも保守層が多い内陸部（いわゆるrハート
ランド」保守地域）と、リベラルで世俗的な沿岸部とが明確に分離された
一29一
高畑昭男
ために、「二つのアメリカ」と称する見方も拡大した。しかし、各州の内
訳を詳細に検討すると、共和党・民主党の差がごくわずかだったところも
少なくない。州より下の郡レベルで色分けしたら、「全国のほとんどは紫
色に見えるだろう」との指摘もある。全米がいかにも「レッド対ブルー」
に峻別されたように見える半面、米国民の相当部分を占める穏健な中道志
向に必ずしも大きな変動があったとは認められない。そのことにも留意す
る必要がある。
（c）政治的資産
このような難産に陥った第一の理由が対テロ戦争、イラク戦争にあった
ことは言を待たない。イラクにおける米兵の死者が選挙前に政治的なr危
機ライン」とされた1000人を超えていたことや、戦後復興、とくに治安回
復面における種々の失敗を指摘する意見は米国内でも多かった。ケリー候
補は選挙戦終盤に至ってこの点に鋭く切り込んだために、一時は劣勢を挽
回しかけた。しかし、その対応策では「国際社会に呼びかけてより多く
の外国兵士をイラクに呼び込む」といった内容にとどまりブッシュ政権
以上の合理的な選択を示し得なかったことが敗北につながったとみられる。
第二に、欧州を含む国際世論では圧倒的にrケリー支持」論が高く、国内
主要メディアもこれを反映していた。国内・国際的な逆風下の選挙戦を強
いられたことで、通常の「現職優位」が大幅に減殺された事情は誰の目に
も明らかであった。
にもかかわらず、ブッシュ大統領は再選勝利に大きな自信を抱いている
ことがうかがわれる。開票直後の勝利宣言の中で、ブッシュ氏はr私は政
治的資産（politicalcapital）を得た。それを公約した通りに使うつもりだ」
「（再選に反対した人々に）彼らが我々の目的を共有するならば、手をさ
しのべたい」と述べている（7）。
その含意は、「イラクの安定化とパレスチナを含む中東地域の民主化を
推進することによってイスラム原理主義テロに勝利する」という基本路線
は修正されず、自由、民主主義、人権、市場経済といった価値を拡大する
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基本戦略にも変更はないというものである。そうした目標を共有する限り
において、反対勢力にも手を差し伸べて協調を図るとの姿勢がこの時点で
も明白に示されていた。ブッシュ氏は欧州同盟国との関係修復にも触れ、
2期目発足後最初の主要外遊先として欧州を挙げた。この公約に基づいて
2月にブリュッセルの北大西洋条約機構（NATO）や欧州連合（EU）の
首脳会議に出席したり、ドイツなどを歴訪したが、米欧関係修復と協調を
めざすブッシュ大統領の姿勢の背景には、こうしたr目的の共有」という
条件が含まれていることは見落とすことができない。
（2）2期目の外交課題
国内世論が「レッド対ブルー」に二分された逆風選挙となったことや、
国際社会もイラク戦争の賛否をめぐって二分され、米国の対外イメージが
極端に悪化した状況は、米外交にとって深刻であろう。このことはブッシュ
政権も強く認識していたものとみられる。2期目の発足にあたって国連や
同盟諸国との協調と協力を掲げたのは、今後のイラク正常化にあたっても
多国籍軍を含む各国の協力と貢献が欠かせないとの情勢認識からであると
思われる。
問題はどの程度まで国連や国際社会との協調を生かせるかにかかってい
るが、大統領選直後に米ブルッキングス研究所と戦略国際問題研究センター
（CSIS）の2大シンクタンクが行った公開討論では、「ブッシュ政権は自
らの方向を正しいと確信しており、2期目の外交は大きく変わらない」と
の見方が大勢を占めた（8）。
だが、その中でもフィリップ・ゴードン米欧センター所長（ブルッキン
グス研究所）らがr欧州の大半はブッシュ再選を喜んでいない。イラクヘ
の先制攻撃や、国際諸合意の拒否、脱退などの問題が尾を引いている。そ
れでも米欧は利害を共有し、相互に相手を必要としている。欧州はブッシュ
を受け入れざるを得ない」と指摘している点は重要である。大統領が再選
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された以上、取引きする相手（パートナー）はブッシュ政権以外にない。
好むと好まざるとにかかわらず、それが4年間続く中で対米関係から最大
限の利益を引き出していくことが欧州諸国にとって現実の政治課題となる
からである。
（a）主要閣僚一新と協調のアピール
ー方のブッシュ政権にとっても、’条件は似たようなものがある。「ブッ
シュの米国」を嫌う世論が大半を占める欧州の内部政治構造を所与の前提
条件とした上で、対テロ戦争、イラク復興、中東民主化、国際経済運営な
どの局面で政権の目標を最大限達成していく方策を現実的に練っていかな
ければならない。04年末までに、パウエル国務長官退任とその後継者に指
名されたライス大統領国家安全保障担当補佐官を含む15閣僚中9人の交代
と6人の留任が決まった（下表参照）のは、その第一歩とも言えた。
新政権では閣僚の5分の3が入れ替わったことに加えて、イラクの大量
破壊兵器問題をめぐるずさんな情報処理で内外の批判を浴びたテネット米
中央情報局（CIA）長官も更迭された。また、情報機関改革法の成立（9）に
よって対テロ情報などを一括管理する「国家情報長官」ポストも新設され
た。情報機関改革は同時テロを防げなかった教訓を生かす狙いで進められ
ることになり、国家情報長官と「連邦テロ対策センター」を新設し、情報
収集・分析能力の向上を図る。
また、1月20日の就任演説や2月2日の一般教書演説でも、ブッシュ大
統領は「自由と民主主義の拡大」を理念とする外交の基本原則は曲げない
ものの、2期目には欧州、アジアの同盟・友好諸国との協調を強調してい
る。拡大中東民主化構想に関してもモロッコ、ヨルダン、サウジアラビァ
など親米穏健派のアラブ諸国政府の顔を立てつつ、非軍事的手段で民主化
を進める姿勢をアピールした。国内政治課題における「超党派協力」の要
請と併せて、全体に抑制と協調の姿勢を内外に示したと言える。
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＜ブッシュ政権2期目の閣僚と主要人事＞
職名 新（2期目） 旧（1期目）国務長官 コンドリーザ・ライス コリン・パウエル
財務長官 留任 ジョン・スノウ
国防長官 留任 ドナルド・ラムズフェルド
司法長官 アルベルト・ゴンザレス ジョン・アシュクロフト
内務長官 留任 ゲール・ノートン
農務長官 マイク・ジョハンス アン・ベネマン
国土安全保障長官 マイケル・チャートフ トム・リッジ
商務長官 カルロス・グティエレス ドン・エバンス
労働長官 留任 イレーヌ・チャオ
厚生長官 マイケル・レビット トミー・トンプソン
住宅都市開発長官 留任 アルフォンソ・ジャクソン
運輸長官 留任 ノーマン・ミネタ
エネルギー長官 サムエル・ボドマン スペンサー・エイブラハム
教育長官 マーガレット・スペリングス ロツド・ペイジ
退役軍人長官 ジム・ニコルソン アンソニー・プリンシピ
国家情報長官（新設） ジョン・ネグロポンテ
CIA長官（準閣僚級） ポーター・ゴス ジョージ・テネット
大統領首席法律顧問 ハリエット・マイヤース
国家安全保障担当補佐官 スティーブン・ハドリー
1期目のブッシュ政権における外交・安保チームでは、パウエル国務長
官、アーミテージ副長官（退任）らを軸とする国務省中心の「現実主義者・
国際協調派」グループと、ラムズフェルド国防長官、ウォルフォウィッッ
副長官（いずれも留任）らを軸とする国防総省中心の「強硬派＋新保守主
義者・単独行動派」グループが拮抗していた（10）。ラムズフェルド長官らの
グループは、結束が強く、また外交・安保政策全般に大きな影響力を持つ
チェイニー副大統領に直結する政治的関係を築いていたこともあって、全
体のバランスではパウエル・グループが劣勢に立たされるケースが多かっ
たことは、これまでにも見てきた通りである（1）。
米メディアによると、パウエル長官は大統領再選直後、ブッシュ大統領
に長官独自の外交構想を示した上で「要請があれば、留任に応じる」との
姿勢を示した。だが、大統領は最後までパウエル氏に留任要請をしなかっ
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たと伝えられる。内外で「国際協調派」の旗頭と評価されていたパウエル
氏の退任劇は、政権イメージにとってマイナスではあった。だが、イラク
戦争を含む1期目のブッシュ政権の外交・安保政策において、パウエル長
官率いる国務省がなかなか主導権を握ることができなかった現実も無視は
できない。その意味では、ライス新長官に交代したことで、新たなメリッ
トが生まれていることにも着目する必要がある。
パウエル時代に国務省の発言力が国防総省との相対的関係で弱体化した
主な理由は、パウエル長官自身が政権内で「アウトサイダー」的地位に置
かれ、重要な政策決定過程から除外されることも珍しくなかったからであ
る。これに対し、ライス長官はかつて「ブッシュの分身」とも称されるほ
ど大統領との個人的信頼関係が厚く、国家安全保障会議（NSC）を主宰し
ていた立場からも、大統領との意思疎通に関してはパウエル氏をはるかに
しのぐ利点があるとみてよい。その意味で、ライス長官はパウエル時代に
国務省とホワイトハウスの二元外交に陥りやすかっ左弊害を修正し、米外
交を一元化（一つの声で世界に語る）すると共に、より効率的な外交政策
を進める好機となる可能性を秘めている。
（b）5つのアジェンダ
2期目の外交に様々な課題が指摘されているが、ジョージ・ワシントン
大学のヘンリー・ナウ教授らによれば、当面5つのアジェンダ（課題群）
が想定されている。それらは優先度順に①対テロ戦争（アフガニスタン、
イラクの戦後処理と復興、中東パレスチナ和平の促進を含む）②大量破壊
兵器の不拡散（イラン、北朝鮮問題を含む）③同盟関係と米軍の再編④世
界経済の成長と拡大⑤民主主義の普及と拡大一であるという（11）。
この中で、イラク問題が喫緊の課題であることは言うまでもない。米兵
士の犠牲者数はベトナム戦争時の水準（5万人）には至っていないものの、
急減する気配はない。14万～15万のイラク駐留米軍の約4割が予備役兵や
州兵らで占められているだけでなく、兵姑・管理部門などを担っているこ
れらの予備役兵士らの再応召率は低下の一途をたどっていると伝えられる。
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大統領選挙中に反ブッシュ陣営から「このままでは徴兵制が復活する」と
いったネガティブ・キャンペーンが仕掛けられたのも理由がないわけでは
なかった。
最近では、ブッシュ政権の大統領海外情報諮問委員を務めたブレント・
スコウクロフト（父ブッシュ政権の国家安全保障担当補佐官）が「イラク
復興が成功するにしても10年はかかる。05年に予定された政治プロセスが
進んでも、内戦に至る可能性もある」と警告した。カーター政権の国家安
全保障担当補佐官を務めたズビグニュー・ブレジンスキーは、イラクの正
常化に「少なくとも50万の兵力と年間2000億㌦の戦費が必要で、これをま
かなうには徴兵制の復活と戦争税が避けられなくなる」とも指摘した（12）。
ブレジンスキーの指摘は悲観論に過ぎると思われるが、イラク戦費がす
でに2000億㌦近くに達しているのは現実だ。米経済が抱えるr双子の赤字」
（財政赤字と経常赤字）とも絡んで、ブッシュ外交の単独行動的志向を財
政面から強く抑制する要因となるだろう。スコウクロフトはrブッシュ大
統領は真剣にNATOの救援を要請すべきである。また欧州は米国が撤退
したらどうなるかを考えるべきである」と指摘している。
第二の不拡散問題に関しては、イラク情勢が重大な局面に直面している
中で、北朝鮮にせよイランにせよ、米国側からイラク型の武力行使を仕掛
ける軍事・政治的余裕は見当たらない。財政的にも議会の支持は得られに
くいと見られる。偶発による衝突や相手からの武力行使など不測の事態に
陥らない限り、ブッシュ政権は外交協議を通じた多国間ベースの状況改善
を図るとの見方が一般的である。
北朝鮮問題では、日韓両国と中国、ロシアを含めた6力国協議の場がな
お有力であり、イランの核拡散問題に関しても、国際原子力機関（IAEA）
の場を利用した英仏独3力国の欧州イニシアチブに同調して進める方式を
有力視せざるを得ないとみられる。
第三の同盟再編と米軍再編については、地球規模での同盟関係の見直し
が海外駐留米軍再編とが平行して進められている。ブッシュ大統領は04年
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8月に行った演説で、再編構想の概要を公表した（13）。アジア・欧州に展開
する米軍20～30万人の約3分の1に当たる兵力（6万～7万人）を今後10
年問で段階的に撤退・縮小させ、冷戦時の米軍配置を対テロ戦争にふさわ
しい「柔軟で機動力を重視した配置」へ見直す構想である。大統領はこの
演説で「現在の在外駐留米軍の配置は、旧ソ連の脅威から米国と同盟国を
守るためのものだった。今や今日的な脅威に対処するため、配置を見直す
必要がある」と述べている。
在日米軍再編協議とも絡んで、米軍再編は日本にとっても大きな政治外
交課題となっているが、同時平行して進められる同盟関係の再編という政
治的側面が見落とされがちである。軍事的には、大規模戦争の可能性がほ
ぼ消えた欧州正面の配備を南方にシフトし、北東アジアから中国、東南ア
ジア、南西アジアを経て湾岸・中東に至るいわゆる「不安定の弧」（Arc
ofInstability）地域に軍事・安全保障戦略の焦点を据えている。この地域
には、北朝鮮、中台関係、インド・パキスタン問題などの旧来の伝統的脅
威（主権国家間の紛争要因）と共に、国際テロ、大量破壊兵器拡散、破綻
国家、災害・疾病などの新しいタイプの脅威が混在している。この中には、
04年12月に発生したスマトラ沖大地震の人道救難支援活動も視野に入って
くる。こうした多様な「脅威ミックス」に対応するためには、米軍の配備
変更だけでなく、当然のことながら様々なタイプの有事に即応できる柔軟
かつ機動的・機能的な同盟関係を再編成することも重要となるのが目に見
えている。
軍の再編作業は、米軍基地・施設の改廃、新設、移駐問題などが絡むた
めに目先の焦点となりがちだが、その背景には例えばNATO欧州諸国に
対して域外地域（中東・湾岸を含む）での作戦行動拡大や協力対処を求め
るといった同盟関係の見直しが含まれることになる。日本、韓国などアジ
アの同盟国についても同様に、自国周辺地域だけでなく、広く「不安定の
弧」地域への協力拡大が見込まれているととらえなければならない。
第四、第五の世界経済の成長・拡大と民主主義の普及・拡大に関しては、
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中国やインドなど発展途上の大国を世界経済体制に取り込むほか、中東・
湾岸のイスラム諸国をも民主的な政治・経済システムに取り込んでいくこ
とを目標としている。これらを通じて民主化を拡大・普及する政治的狙い
があることは言うまでもない。このように、④と⑤の課題はイラクやパレ
スチナ和平を含めた民主主義の普及と深く関連づけられている。
（3）単独行動を抑制する客観要因
このように見てくると、ブッシュ大統領や政権中枢部の基本外交理念や
思想が1期目と大きく変わりそうにない半面、単独行動よりも国際的な協
調行動をブッシュ政権に強いる方向へ作用する客観的要因がいくつか浮か
び上がる。
第一に、イラク問題では、国連決議1546に盛り込まれた新憲法制定と採
択（05年8月～10月）や恒久的政権の樹立（05年12月）などの復興と正常
化の過程で、国連や国際社会の一層の協力と協調が必須条件となる。前節
で見たように、イラクの米軍駐留経費は増大する一方であり、米国単独で
イラク復興を進められる財政的環境にはない。
一方でブッシュ大統領は社会保障改革、減税の恒久化など、内政面でも
意欲的な政策を2期目の公約に掲げている。しかし、「双子の赤字」のう
ちで財政赤字は04年度に4125億㌦を記録し、今後10年間で2兆3000億㌦に
達するとの予測もある。さらに減税恒久化や「代替最低税」（Altemative
MinimumTax）にかかる費用を加算すれば、5兆㌦近い未曾有の額に膨
れ上がるとの見方まで出ているのが現状である。米兵士の犠牲に加えて、
イラク出費の絶え間ない膨張は内外政策の両面で公約遂行の重大な足かせ
となるはずだ。
第二に、やや逆説的な言い方になるが、イラクにおける厳しい状況はイ
ランや北朝鮮を含む他の懸案に関して軍事力の早期発動もしくはその威嚇
に依存するような政策選択肢を弱めることになるだろう。現実として、イ
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ラン問題、北朝鮮問題も共にブッシュ政権はr外交を通じた解決を優先す
る」との姿勢を表明している。外交解決を模索する限りでは、やはり多国
間協調を志向せざるを得なくなることは言うまでもない。
第三に、パレスチナ情勢の変化が挙げられる。04年11月のアラファト・
パレスチナ自治政府議長死去を受けて1月9日行われたパレスチナ選挙で、
穏健派のマハムード・アッバス新議長が当選したことで、国際社会に新た
な期待感が生まれた。新中東和平構想（ロードマップ）の阻害要因となっ
ていたパレスチナ過激派による自爆テロの抑制に向けて、アッバス新体制
が有力な転機となる期待が持たれている。こうした期待が実効ある成果を
生むかどうかは予断を許さないものの、中東和平の推進はブッシュ大統領
が再選後に最初に言及した重要外交課題の一つである。アッバス新議長が
対イスラエル和平を志向し、イスラエルとの平和共存を拒むハマスなどの
原理主義諸勢力の説得と武力闘争路線の抑止に努める姿勢を示しているこ
とは今後の前向きな要素と考えてよい。
ロードマップは03年4月、ブッシュ政権とロシア、欧州連合（EU）、国
連の「4者（クワルテット）共同提案」の形で発表された。その履行には、
実質的に米国の責任が大きいことは言うまでもないが、英国が招請した中
東和平国際会議などの場を通じて多国間ベースの協調へ肉付けされていく
ならば、ブッシュ政権の国際的イメージにとっても重要なプラス要因とな
るはずである。
第四の要素となり得るのは、中国、ロシア、インドなどの大国との戦略
的関係の調整作業である。もともとライス長官は01年のブッシュ政権発足
にあたって、ロシア、中国などとのいわゆる「大国間関係の調整」を重要
な外交課題に掲げていた。ライス氏が執筆したrフォーリン・アフェアー
ズ」誌論文（14）では、米国が追求すべき「至上の国益」の具体的目標として
①強力な米軍事力の再建②経済成長と政治的開放体制を世界レベルで拡大
する③同盟重視と負担の分担④世界新秩序に向けたロシア、中国との包括
的関係の構築⑤大量破壊兵器の入手を画策したり、国際テロを支援するよ
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うな「ならず者国家」・敵対的政権への断固たる対処一を挙げている。
ところがその後、同時テロが発生したために、ロシアや中国との「包括
的関係の構築」は棚上げされた形となり、実務的な対テロ協調と協力の継
続に終始していた感が強い。ライス氏の戦略的構想はこれまでほとんど手
付かずになっていたと言ってもよい。
ロシア、中国との包括的関係構築の必要性が生じてきたのは、冷戦後か
ら90年代にかけて米国一極体制の形勢が強まる中で、ロシア、中国、フラ
ンス（欧州）などによる多極化世界の要求が表面化してきた経過と密接に
関わっている。ブッシュ政権内の新保守主義派にはr一極支配」を堅持す
る志向が根強いものの、ライス長官らは必ずしもそうではない。ロシアや
中国との関係を21世紀の状況にふさわしいものに再調整することによって、
米国を包囲するような形での多極化の動きを牽制し、合わせて大国同士の
相互協調関係を構築する戦略的狙いが背景にあるとみられる。
とりわけ中国との関係については、中国の長期的将来像が容易に描けな
い状況が続いていることが米国にとって重要な戦略的懸案である。中国社
会主義体制の将来そのものがきわめて不透明な中で、中国がイニシアチブ
を握る形で東南アジア諸国連合（ASEAN）との自由貿易協定の枠組み合
意が成立した。また、r東アジアサミット」構想の成立（04年）のように、
米国の影響力を静かにアジアから排除するかのような中国の外交攻勢も進
んでいる。中国の経済力が拡大する一方で軍事近代化、とりわけ海軍力の
増強も進んでいる。21世紀が進行するにつれて、米中両国がアジア太平洋
における戦略的な競合関係を深めていくのか、それとも協調的パートナー
に育っていくのかがはっきりしない（この問題は日本のアジア外交と日米
同盟の将来にとっても、きわめて重要な戦略的テーマである）。
このような戦略思考を備えたライス長官の下で中国やロシアとの戦略的
関係が調整され、相互に良好なパートナー関係が生まれていくことになれ
ば、それだけ大国間のバランス調整の中で米国が単独行動に追い込まれる
可能性が少なくなることが期待される。中国やロシアの行動は、北朝鮮や
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イランの核問題にも影響力を持っており、大量破壊兵器の拡散阻止やアジ
アの長期的将来にも重要な要因となっている。
最後の要因は欧州との関係だが、これが最も重要でありながら、最も難
しいものが伴っているのではないだろうか。フランス、ドイツなどとの関
係について、政治指導者レベルでの関係修復はそれほど難しいとは思えな
い。イラク戦争をめぐる亀裂は03年～04年にかけて底を打った情勢となり、
今後さらに悪化する恐れはそれほど多くない。相互の国益や利害を勘案す
る中で、現実的妥協に落ち着く余地は十分にあると見てよい。むしろ難し
いのは、各国内の市民レベルで拡大してしまった反米、反ブッシュ感情を
どのように解消するかにある。フランスにせよドイツにせよ、また他の欧
州諸国にせよ、米国との距離感のとり方は各国政権の政治的命運と直接に
関わってくる（これは英国でも例外ではない）。
欧州諸国側も、04年春のEU拡大やEU新憲法採択に伴う批准作業など
それぞれの国内で重い政治課題を抱えている。EU域内レベルでも、仏、
独、ベルギーなどのr古いヨーロッパ」と、旧東欧諸国（新しいヨーロッ
パ）との政治的関係は必ずしも安定的ではなく、対米関係や安全保障、通
商問題などをめぐって紛糾を招く要因は少なくない。国連決議がありなが
ら、欧州諸国がイラク復興への協力に消極的な理由の一つとして、（対米
批判とは別として）このようなEU内の政治課題の増大も指摘されている。
欧州一般がこれらの内政・域内課題の重圧によって05年は一層内向きにな
る懸念もある。欧州側パートナーの行動に内政上の制約がかかるようにな
れば、同盟関係の再編を進めたい米国にとっては欧州同盟国の「怠慢」や
r非協力」とも映ることになり、米欧関係修復にブレーキをかける要因と
なるだろう。
国連改革に関しては、安保理拡大の具体的プランは別として、一般的に
欧州側が好意的であるのに対し、米国は必ずしも前向きでない。結果とし
て国家安全保障上の単独行動の余地が制約されるような改革には、ブッシュ・
ドクトリンに照らしても米国の抵抗が強まることが容易に予想される。常
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任理事国に等しく拒否権が与えられているため、安保理常任理事国（P5）
の賛同もしくは黙認が得られない限り、どのような国連改革も実現できな
いのは自明のことである。しかし、5力国中で反対が1力国だけとなるよ
うな状況に置かれれば、改革にあくまで拒否権を行使するのは政治的に得
策とはならない。米欧関係の修復と相互の利益に立った協力と政治的な工
夫が重要となるのは、まさにこのような部分となるのではないだろうか。
自由、民主主義、人権、法治主義、市場経済といった価値や理念が米欧
の政治の原点で共有されている事実は今も変わりはない。それは米国・ロ
シア、米国・中国、米国・アラブ諸国のどこにもない重要かつ貴重な協力
の基盤である。また、日本もそうした価値を共有していることも言うまで
もない。米欧関係の修復と世界秩序の構築に向けた共通目標を米欧が互い
に再確認することが何よりも重要であると筆者が考えるのもこのためであ
る。2期目のブッシュ政権と、これを迎えた欧州諸国とが実利的感覚と共
通の理念に立ち返って、冷戦時のような協力と協調の関係を回復すること
を期待したい。
（4）終わりに
本稿の冒頭で、今後2年以内にイラクの正常化と復興の見通しが立たな
い場合、米軍の全面撤退論が浮上する可能性が米国内にあることを記した。
この「2年」という見方には一つの根拠がある。ブッシュ政権2期目は憲
法上4年間続くものの、その後がない政権の場合は通常最初の2年間が政
策実現能力のピークとなる。06年には中間選挙が行われ、それ以降の後半
2年間は内政の焦点が08年大統領選に向かい、現政権は緩やかにrレイム
ダック化」のプロセスをたどることが予想されるからである。実際にレー
ガン政権、クリントン政権など再選された過去の歴代政権は多かれ少なか
れこうした過程をたどった。
イラク復興を放棄して撤退するような行動はきわめて無責任であり、米
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国がそのような決断を下した場合、国際社会の反応は想像するだに恐ろし
いものがある。超大国の威信と指導力は地に堕ち、長期にわたって再起不
能のみじめな立場に追いやられるかもしれない。国際テロ組織は「勝利」
を叫び、中東地域はかつてないほどの暴力と混迷に陥る恐れもある。殺鐵
と流血によって政治目的を達成しようとする党派や組織が地域を超えて世
界に魔手を広げようとするかもしれない。
筆者はこうしたシナリオの蓋然性を高く見るものでは決してないが、可
能性としてゼロでないということは、軽々に無視できることでもない。政
治の道義を無視して冷静に考えれば、いかに国際的非難を浴び、国際的に
孤立しようとも、米国にはそれに耐え得るだけの国力と地理的条件がまだ
残されているとも言える。問題は他の地域や国々はそうはいかないという
ことではないだろうか。米国がイラクを放棄した場合、最も直近で影響を
受けるのは欧州であり、やがてはロシア、南西アジア、中国、東南アジア
なども混迷に巻き込まれていくことになるのかもしれない。
イラク戦争を契機に世界に広がった反米感情の中には、米国の失敗を期
待するかのような無責任な部分も存在する。米外交の不条理な行動を正し
く批判し、是正を要求していくのは当然だが、米国の致命的な失敗は国際
社会全体にとっても決して利益にならないことも冷静に認識する必要があ
る。アナン国連事務総長が「国連は米国を必要としているが、米国も国連
を必要としている」と指摘したように、国連改革を成功させたとしても、
米国の存在なしに21世紀の世界の平和と安定の構図は築けない。それはイ
ラク問題ばかりでなく、中東和平、アジア太平洋などにもあてはまる。米
国に自省を求めると同時に、日本、欧州を含めた国際社会が米国を国際協
調にしっかりと引き戻すために一層努力すべきである最大の理由がそこに
あると思われる。日本外交にとっても、そうした観点に立って対米関係と
同盟外交を構築していく戦略的思考が必要になっている。
（本稿は全て個人的見解に基づいている）
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